
【目標人口】 
2040年の人口は3200

人と推計されるが、
様々な施策を展開す
ることにより、出生率
の向上と社会増減ゼ
ロを実現し、2040年に
4,000人の人口を目
指します。 
 
【将来像】 

里山で暮らし続ける
ため、人口が減少し
ても、基礎的な生活
機能が保証され、住
民から住みやすい・
住み続けたいと思わ
れる「住みたい町：住
田」。 

Ⅰ 子どもの数は、小
学校２校を維持する
ことを目標に設定し、
複式学級を回避する
ため１学年20人、２校
で40人を確保 

児童数 
１学年40人 
（町内） 

③小さな拠点づくりで地域に
買い物ができる環境整備 

⑥町の魅力発信による移住促
進、定住促進 

③観光産業振興による仕事の
創出 

①生活圏内に必要な買い物
等の生活・交通・医療の利便
性が図れる環境を確保 

②地域資源を活用した産業の
創出 

②地域協働による地域の魅力
づくり 

⑤ワークライフバランスの推
進  

④教育環境の整備 

③子育て環境の充実 

②妊娠・出産・子育ての切れ
目のない支援 

①結婚支援の強化 

人口ビジョン 

住田町人口ビジョン・総合戦略体系図 

総合戦略 
（必須到達目標） 

数値目標 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

目標を達成するための重点施策 

婚姻数 
 14組（H26） → 20組（H31） 
出生数 
 28人（H26） → 31人（H31） 

 ※参考 人口推計30.4人/年 
合計特殊出生率 
 1.18（H25） → 1.50（H31）） 
社会増減ゼロ 
移住者数 
 9組30人/5年間（H22～H26） 
  → 45組135人/5年間（H27～H31） 
   うち子育て世代の移住 
     45世帯135人/5年間 

①地域資源に基づく農林業の
活性化と若い世代に魅力があ
る「稼ぐ力」のある仕事として
再構築 

住民満足
度向上（ア
ンケート） 
買物 
6.7％ 
 → 
50.0％ 
（H31） 

道路交通
15.0％ 
 → 
50.0％ 
  （H31） 
医療 
7.2％ 
 → 
50.0％ 
  （H31） 

町民所得 
2,321千円
（H25）
→2,553千
円 
（H31） 

町民所得
の10％増 

Ⅱ 生活圏内で必要
な買い物等の生活・
交通・医療の利便性
が図れる環境整備 

Ⅲ 町内にいながら
できる仕事があり、そ
の仕事で生活できる
収入・賃金を確保 

商店数 
 56（H27） → 50（H31） 
 うち移動販売・買物代行（配達）商店数 
  7（H27） → 10（H31） 
小売店売上高（商業統計） 
 3,050百万円（H26） → 3,355百万円  
小さな拠点での地域活動による活動展開 
 0（H26） → 5地区（H31） 
生活・交通・医療の満足度の向上 
 50％（H31） 

製造業売上高（経済センサス） 
 15,093百万円（H24） → 16,602百万円（H31） 
  木材木製品売上高 
   7,751百万円 → 9,000百万円 
  食品製造業売上高 
   5,962百万円 → 6,558百万円 
農林業売上高（経済センサス） 
 3,120百万円（H24） → 3,432百万円（H31） 
商工業売上高（経済センサス） 
 4,916百万円（H24） → 5,407百万円（H31） 
就業支援による新たな雇用 
 11人/5年間（H22～26）（農業9人、林業2人、起
業0人） → 25人/5年間（農業1人/年、林業2人/
年、起業2人/年） 
交流人口 
 97,183人（H26） → 150,000人（H31） 

○子ども・子育て世帯への経済的支援の充実 
 ・子どもの医療費無料化を高校生まで拡大 
 ・3・4・5歳児の保育料無料化 
 ・0～2歳児の保育料第２子半額、第３子以降無料化 

○子育て支援拠点の充実 
 ・土曜保育を午後まで延長 
 ・産後８週経過後から乳児保育受け入れ 
 ・学童クラブ、放課後子ども教室 

○事業所等への啓発活動 

 ・育児休業制度、女性就業者健康管理普及啓発 

○結婚相談対策の強化 

○不妊・不育治療費の支援 
○相談体制の充実 

○特色ある教育の推進 
 ・「国際教育」と「森林環境教育」の２本柱 
 ・国際教育主事＋ネイティブスピーカー 
 ・保・小・中・高連携  ・中高一貫教育校の推進 
 ・住田高校への支援（教育振興、通学費・給食費支援） 

○情報発信 
 ・ＳＮＳでの発信、移住イベント 
○定住・移住を促す魅力ある住宅施策の推進 
 ・子育て世代に優しい住宅取得施策等支援事業 
 ・空き家リフォーム支援事業 ・古民家シェアハウス 
 ・空き家リノベーションモデル事業 
○お試し住民制度 
○起業就労しやすい支援制度の構築 
○住んで働きたい場づくり 

○地域資源を活用した産業の創出と就業機会の確保 
 ・食いくプロジェクト（町産食材活用、6次化） 
 ・木いくプロジェクト（木製製品の商品化） 

○中心地域活性化プロジェクト 
 ・住民交流拠点施設整備 ・歴史的町並み景観づくりへの支援 
 ・中心地域の魅力向上 ・花の森公園整備 
 ・地域資源（町家・蔵など）の有効活用 

○産業学習体験観光 
 ・栗木鉄山跡国指定 ・産業学習体験観光ルート設定 

○観光振興マネージメント（ＤＭＯ） 
 ・観光起業支援制度による仕事づくり 

○買い物環境確保への支援 
 ・商店情報発信支援 ・空き店舗活用事業  
 ・小売店業＋複数の生業化＝多業化 
 ・移動販売、買物代行、ネット販売代行 

○遊休農地の有効活用 
 ・集約化と特産品開発 

○コミュニティ・サポート（地域経済向上） 
 ・コミュニティビジネス 
 ・地域内での買物代行、移動販売、ネット販売代行 

○雇用・就労環境の整備 
 ・新規就業、起業への支援 
 ・担い手対策事業 

○町内産材を活用した住宅建築への支援 

○コミュニティサポート（集落機能の維持再生） 
 ・集落支援員、地域おこし協力隊設置 
 ・多様な世代の議論の場づくり ・安全な地域づくり 

 ・地域課題解決  ・地域需要の掘り起し  

○木材需要の拡大推進 
 ・公共施設、民間施設での町産材利用促進 ・木質バイオマス 
 ・ＣＬＴ（直交集成板） 

○交通・医療対策 
 ・地域交通の確保  
 ・ＩＣＴを活用した医療・介護体制の構築 

住みやすさ
向上 
62.4％
（H27） 
→ 70.0％
（H31） 

 

 

総 合 計 画 〈部門別計画〉 

ひと・まち・しご
との創出で「住
みたい町：すみ
た」の実現 

ひと：人口対策 

まち：生活環境対策 

しごと：所得対策 

目標を達成するための基本方向 


